
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、１９年４月１日現在の人数である。

(3) 特記事項

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
 　　　

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

　　 　

2,172,060

千円 千円 千円

8,203,742 6,095 6,955

（参考）特例市平均

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 一人当たり給与費　　計　　Ｂ

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

人１９年度 千円 　　　　　千円千円

1,346 5,294,846 736,836

１９年度 　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円人　

別紙３

区　　分 歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　（1９年度末）

鳥取市の給与・定員管理等について

実 質 収 支

　　　　　　Ｂ

区　　分

人 件 費

1８年度の人件費率

％

15.9

（参考）

15.7

人 件 費 率

12,870,638

職員数

　　　　　　Ａ

Ｂ／Ａ

197,487

　　　　　　％

給与費 B/A

一人当たり

672,77281,814,971

(H15)
100.7

(H15)
101.8

(H15)
100.0

(H20)
99.2

(H20)
99.8

(H20)
98.3

90.0

95.0

100.0

105.0

鳥取市 特例市平均 全国市平均
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２０年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

円 円

円 円

円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、２０年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 
　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものである。　

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

　　　　計算したものである。

※年収ベースの「公務員（C）」及び「民間（D)」のデータは、それぞ
れ平均給与月額を１２倍したものに公務員においては前年度に支
給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間
賞与の額を加えた試算値である。

6,121,680 - -

-

1.7

2,674,100 2.3

うち
その他

民間

（D）

うち
清掃

- -

うち
学校給食

6,371,173 3,688,400

うち
運転手

6,186,025

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されている
データを使用している。

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務
内容雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

C/D

-

- -

鳥取市 - -

区分

参　　　考

年収ベース（試算値）の比較

公務員

（C）

- -

特例市 46.1 260 326,007 391,144 366,645 - -

― 320,623 - -国 48.9 4,784 284,679

- - - -

区分

公　　務　　員

鳥取県 46.6 300 329,400 370,852 344,638

363,372

-

平均年齢 職員数 平均給料月額
対応する民間
の類似職種

201%

-

うち
運転手

うち
学校給食

うち
清掃

うち
その他

45.7 65 348,482 367,298 - - -

参考

A/B

民　　間

調理士 44.4 267,200

-

144%

- - - - -

385,033

- - -

51.1 15 375,233 385,033

43.5 26 340,635 380,772 367,557
自家用乗用自
動車運転者

55.9 189,900

--

平均給与月額

-

（A) （国ベース）

平均給与月額

（B)
平均年齢

特例市

平均給与月額

鳥取市 45.9 106 350,342 373,113 367,464

平均給料月額

鳥取市

国 41.1

43.1

325,113

41.8 336,282

344,599

鳥取県

平均給与月額

（国ベース）

区　　分 平 均 年 齢 平均給与月額

―

43.7

376,589

362,176

387,506

405,649

400,538

414,783

442,058348,824
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（2) 職員の初任給の状況（２０年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 －

円 円 －

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２０年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

※　技能労務職は、該当者が少数のため、15年は15年16年の平均、20年は20年21年の平均とした。

高　校　卒

中　学　卒

―

――

138,400

経験年数１５年 経験年数２０年

311,700

272,500

262,300

―

経験年数１０年

大　学　卒

高　校　卒

255,700

214,300

―

―

区　　　　分

高　校　卒技能労務職

一般行政職

140,100

140,100

―

技能労務職 高　校　卒

中　学　卒

142,800

鳥取市

172,200

140,100

一般行政職 172,200

区　　　　　分 国鳥取県

176,800大　学　卒

364,800

313,600

317,000

―
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（２０年４月１日現在）

（注）１　鳥取市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

　（（注）平成１８年に１０級制から８級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合）

（2) 昇給への勤務成績の反映状況

６　　級
本庁の課長、副支所長、参事、
総合支所の困難な業務を所掌する課長

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

89

次長、支所長
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

28 3.1

12
部長

　　　　　　　　人

構成比

　　　　　　　　％

105

　　　　　　　　％

職員数

　　　　　　　　人
主事、技師等

　　　　　　　　人

8.9

183

　　　　　　　　人

81

　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

11.6

相当高度な知識又は経験を必要とする主事、
技師等

238

勤務評定制度について、現在策定作業を進めています。
現在は、懲戒処分や休職等の勤務実態によるものを除き、良好と判定して昇給をしています。

２　　級

標準的な職務内容

主任３　　級

１　　級

区　　分

８　　級

課長補佐、主査、総合支所の課長

26.2

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％
５　　級

1.3

20.2
係長、主幹４　　級

　　　　　　　　人

172

　　　　　　　　％

9.8

18.9

７　　級

１級
0.031598513

１級
0.024163569

１級
0.009513742

２級
0.107806691

２級
0.126394052

２級
0.105708245

３級
0.135687732

３級
0.105947955

３級
0.123678647

４級
0.100371747

４級
0.143122677

４級
0.125792812

５級
0.124535316

５級
0.096654275

５級
0.081395349

６級
0.252788104

６級
0.237918216

６級
0.282241015

９級
0.033457249

９級
0.033457249

９級
0.024312896

１０級
0.020446097

１０級
0.020446097

１０級
0.01

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成１７年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ９級 １０級

8.9%

11.6% 11.5%

10.9%

26.2% 24.6%

12.8%

20.2% 19.2%

12.2%

18.9% 19.9%

12.0%

9.8% 10.7%

21.5%

11.9%

10.2%

2.8%10.2%

2.5%3.1%

1.4%1.3%

3.7%

2.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成20年度の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級 １０級
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４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（１９年度支給割合） （１９年度支給割合） （１９年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　 勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5～20％　　 ・役職加算　5～20％　 ・役職加算　5～20％　

・管理職加算15～16％（20年度から廃止）　 ・管理職加算15～25％ ・管理職加算10～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】　勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般職）

勤勉手当への勤務成績は、反映させていない。

（2) 退職手当（２０年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置　　２％～２０％ 定年前早期退職特例措置　　２％～２０％

自己都合 勧奨・定年

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、１９年度に退職した職員に支給された平均額である。

1.50

0.75

2.8 1.45

1.4 0.75

3.0

30.55

33.50 41.34

3.0

1.6

1.45

0.75

23.50

1.6

59.28

33.50

47.50

59.28 59.28

47.50

59.28

23.50

2,404 26,794

１人当たり平均支給額（１９年度）

国鳥　　　　　取　　　　　市

鳥　　　　　取　　　　　市 鳥　　　　　取　　　　　県 国

―１人当たり平均支給額（１９年度）

1,672 1,571

30.55

41.34

59.28

59.28
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 (3) 地域手当

（２０年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

(２２年度の制度完成時）

％ ％

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度                                                                          

　　　　から支給率を段階的に引き上げることとしている。       

 (4) 特殊勤務手当（２０年４月１日現在）

千円

　円

　％

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

運転手

医師・歯科医師

支 給 実 績 （ １ ９ 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ８ 年 度 決 算 ）

犬猫等の死体処理

除雪・路面清掃車両運転

医療

日額300円

都市建設課

生活環境課

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ９ 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ １ ８ 年 度 決 算 ）

2,620

655,006

日額300円

職務級に応じ
月額30,000円～月額68,000円

323,310

235

338,945

229

支給実績（１９年度決算）

差押、差押物件引揚

水質検査室

土地取得・損失補填交渉

消毒作業、駆除作業

行旅死亡人取扱等

毒劇物使用による検査

職員全体に占める手当支給職員の割合（１９年度）

手当の種類（手当数）

特殊自動車運転手当

医療業務手当

行旅死亡人取扱等手当

動物死体処理手当

毒劇物取扱手当

主な支給対象業務

用地交渉等手当

保健センター、生活環境課

手当の名称 主な支給対象職員

特殊現場作業手当 下水道管理課

感染症防疫等手当

収税課

生活福祉課

滞納処分手当

支給職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算）

支給実績（１９年度決算）

13

国の制度（支給率）

15

大阪市

支給対象地域

2

2

支給率

医師・歯科医師 13

15

医師・歯科医師

大阪市

15 15

支給率支給対象地域

5.4

1,420

日額100円

左記職員に対する支給単価

9種類

日額750円下水道管内での点検等

１件当たり1,500円

１件当たり300円

日額1,000円

支給対象職員数 国の制度（支給率）

13

13

日額1,000円

17,975
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（6) その他の手当（２０年４月１日現在）

5,000円

　２２歳の年度末までの子１人

課長級

課長級

課長補佐級

課長補佐級

54,000円

43,600円

同じ

内容及び支給単価

　の加算額

扶養親族のある職員に支給されます。

13,000円

　異動等により、単身で生活することと

なった職員に支給されます。

管理職手当

　管理又は監督の地位にある職員

に支給されます。

39,700円

- 80,215

新築・購入後５年間　　2,500円

同じ
　　家賃の額に応じ支給

※月額最高27,000円まで

②持家（世帯主）

　って借家などに居住する職員

①月額12,000円を超える家賃を支払

円348,000単身赴任手当 同じ

－

－

5,184 千円 2,592,000初任給調整手当

　採用による欠員の補充が困難である

職（医師・歯科医師）の職員に支給さ 同じ

596,264 円

千円通勤手当

を使用して通勤している職員（通勤距

離が片道２ｋｍ以上の職員）に支給さ

れます。

①交通機関利用者

　　55,000円までを６ヶ月定期券など

　　の価額により全額支給

千円

237,927 円

80,456 円

175,361 円

円

扶養手当 同じ － 176,066
④満１６歳の年度始めから満

千円

－ － 165,165 千円

（１９年度決算）

6,500円

③配偶者のない職員の扶養

　親族のうち1人目

-

②配偶者以外の扶養親族

11,000円

金額

異なる内容手　当　名
国の制度
との異同

（１９年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額

支給実績

千円

48,049

696

　交通機関等を利用し又は自動車等

れます。

②自動車などの使用者

　　通勤距離の区分に応じ、

　　月額2,000円～24,500円

住居手当

①配偶者

国の制度と

58,200円

75,200円

66,400円

区分

62,000円

部長級

次長級

次長級
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災害派遣手当
他の地方公共団体等から職員の派遣

等を受けた場合に、派遣された職員に
円

1,267 千円 70,389

　災害応急対策又は災害復旧のため、

― 千円 ―

対して支給されます。

同じ －

－ －

次長・課長級

9,000円

円

管理職員
特別勤務手当

　臨時又は緊急その他の公務の必要

により、土日休日等に勤務した管理

職員に支給されます。（管理職員に

は時間外勤務手当等の支給はあり

ません。）

○勤務１回につき

円

円

宿日直手当

　正規の勤務時間以外の時間及び

休日等において、庁舎、設備の保守

等のために宿日直勤務を行った職員

に支給されます。

○勤務１回につき4,200円

　　(勤務時間が5時間未満の場合

　は半額）

同じ

円

夜間勤務手当

　正規の勤務時間として深夜（午後10

時～翌朝5時）に勤務した職員に支給

されます。

同じ － ― 千円 ―

休日勤務手当

　休日等（国民の祝日及び年末年始）

において、正規の勤務時間中に勤務

した職員に支給されます。

同じ － 426 17,040千円

－ 25 千円 6,300

10,000円

課長補佐級

8,000円

部長級
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５　特別職の報酬等の状況（２０年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ ― 円 ）

円 円／ 円

（ ― 円 ）

円 円／ 円

（ ― 円 ）

月分

月分

（算定方式）　退職時給料月額×在職月数×支給率 （１期の手当額） （支給時期）

1,026,000円×在職月数×33.3/100 16,399,584円 任期ごと

850,000円×在職月数×25.0/100 10,200,000円 任期ごと

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         

     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     

           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

850,000

974,700

807,500

584,000

1,026,000

468,000740,000副 議 長

　　（20年度支給割合）市 長

680,000 441,000議 員

813,000 536,000

退
職
手
当

備　　　　考

市 長

副 市 長

（参考）類似団体における最高／最低額

837,3001,130,000

950,000 722,500

給

料

期
末
手
当

議 長

議 長

報

酬

　　（20年度支給割合）

市 長

区 分 給 料 月 額 等

副 市 長

3.35

3.35副 市 長

副 議 長

議 員

513,000

475,000
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６　職員数の状況
（1)部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

＝＝以下　病院、水道局　除く＝＝
（2)年齢別職員構成の状況（２０年４月１日現在）

　

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

特

別

行

政

部

門

以上

189 115 0

人人

計

1,451

人

業務の増

事務の統廃合縮小

事務の統廃合縮小

23歳 27歳 31歳

～

20歳

135

人人
職員数

0

人 人

22 96 133 164 207165

人 人

39歳

225

人 人 人 人

43歳 47歳 51歳

56歳

～ ～ ～ ～

55歳 59歳

60歳44歳 48歳 52歳24歳 28歳

～

40歳

～

区　分

32歳 36歳

35歳

～ ～

未満

～

20歳

　　　　　　　　　　　区　　分
　部　　門

職員数 対前年
増減数

主な増減理由
平成１９年 平成２０年

総務企画 304 308 4

1議　　会 10 11

民　　生 445 431 △ 14

0税　　務 87 87

農林水産 79 76 △ 3

衛　　生 82 82 0

業務の増

土　　木 143 137 △ 6 事務の統廃合縮小

商　　工 35 38 3

人口１万人当たり職員数　　　　 　59.24人
特例市人口１万人当たり職員数　45.70人

小　計
1,185 1,170 △ 15

事務の統廃合縮小教　　育 162 141 △ 21

小　計
1,347 1,311 △ 36 人口１万人当たり職員数　　　　 　66.38人

特例市人口１万人当たり職員数　66.22人
　公
　営
　企会
　業計
　等部
　　 門

病　　院 381 373 △ 8 市立病院　欠員不補充等

水　　道 106 103 △ 3 事務の統廃合縮小

下 水 道 61 63 2 業務の増

業務の増

小　計 603 598 △ 5

そ の 他 55 59 4

合　　計
1,950 1,909 △ 41 人口１万人当たり職員数　　　　　96.66人

[ 2,087 ］ [ 2,087 ］ [  0］

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

構成比

５年前の構成比

%
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(3)定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

※準減数、純減率は定員適正化計画に定める、平成16年11月1日職員数1,572人を基準にした数値を記載

（参考）鳥取市（病院、水道局を除く）における定員管理の数値目標（数・率）

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、１７年～２２年の５年間である。

      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。

  　　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以   

  　　　降現年までの職員増減数の累計を示す。                                              

　　　４　鳥取市定員適正化計画では、目標数値は全体数のみであり部門ごとの定めはしていない。

△ 37

1,551 1,514

1,185 1,170

教　育

計

公 営 企 業 職員数

等 会 計

職員数

増減

職員数

△ 39

1,551

1,245 1,206

増減

職員数

　　　　　　　　　　　　区　　分
部　　門

増減

平成17年4月1日 平成22年4月1日

職員数 職員数

計画期間

始　期

一般行政

増減

１年目

△ 75

―

△ 32 △ 31

5 3

1,451 ―

140

３年目

純減数 純減率

数値目標

132人削減（8.4％削減）

0 △ 7 △ 21

161

△ 132

―

△ 28

141

1,4401,482

　△100（75.8％）

（参考）

計

１７年 １８年 １９年 ２０年

数値目標

１８～２０年

計画始期 ２年目

2

138 140

168 168

1,440

　（注）　数値目標の削減数は平成１６年１１月１日時点の職員数を基準としたものです。

132

△ 4

136

△ 21 △ 15

―

8.4

終　期

平 成 18 年 4 月 1 日 平 成 22 年 3 月 31 日
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